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１ 計画策定の意義 

 近年、地球温暖化などの影響により急激な気候変動による災害など、私たちの生活に支障を

きたす現象が多々見受けられる。快適でうるおいのある生活環境の創造のためには、大量生産、

大量消費、大量廃棄に支えられた社会経済・ライフスタイルを見直し、SDGｓを達成し、循環型

社会を形成していく必要がある。豊かな地球環境を末永く次世代に引き継ぐために、社会を構

築する主体がそれぞれの立場でその役割を認識し、履行していくことが重要である。 

現在、小郡市では年間約２，４００トンの資源ごみを分別収集し、一般廃棄物処理施設で処 

理せずに資源化している。これは、平成６年から取り組まれてきた市民主導による資源物回収

運動の成果であり、県下でも有数の高いリサイクル率を維持している。しかし、一方では、資

源物が分別されず、焼却処理等をされている現状もある。 

 本計画は、容器包装に係る分別収集及び再商品化の促進等に関する法律（平成７年法律第１

１２号。以下「法」という。）第８条に基づいて一般廃棄物の大半を占める容器包装廃棄物を分

別収集し、地域における容器包装廃棄物の「３Ｒ（リデュース、リユース、リサイクル）＋

Renewable」を推進し、限りある資源の有効利用を図る目的で、市民・事業者・行政それぞれの

役割や具体的な推進方策を明らかにするとともに、本計画を公表することにより、すべての関

係者が一体となって取り組むべき方針を示したものである。 

 本計画の推進により、容器包装廃棄物の３Ｒ＋Renewable を推進することで、廃棄物の減量

や資源の有効利用が図られ、循環型社会の形成につながるものである。 

 

 

２ 基本的方向 

  本計画を実施するに当たっての基本的方向を以下に示す。 

  ・循環型社会の形成に向けて一般廃棄物処理計画等と連動し本計画を実施する。 

  ・市民、事業者及び市は、環境問題の重要性を再認識し、ライフスタイルや事業活動の改

善すべき点を確認する。また、社会経済システムを循環的な仕組みに変えることを目指

し、それぞれの責任と役割のもと、協働し施策を推進する。 

  ・生産、消費及び廃棄の各段階で発生抑制、再使用、再生利用、熱回収、適正処分の順に、

容器包装廃棄物の削減と再資源化を推進する。 

 

 

３ 計画期間 

  本計画の計画期間は令和５年４月を始期とする５年間とし、令和７年度に見直す。 

 

 

４ 対象品目 

 本計画は、容器包装廃棄物のうち、スチール製容器、アルミ製容器、ガラス製容器（無色、

茶色、その他）、飲料用紙製容器、段ボール、紙製容器包装、ペットボトル、プラスチック製

容器包装（食品トレーのみ）を対象とする。 
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５ 各年度における容器包装廃棄物の排出量の見込み(法第８条第２項第１号) 

                                   

 R５年度 R６年度 R７年度 R８年度 R９年度 

容器包装廃棄物 ４，０７５ｔ ４，０７５ｔ ４，０７５ｔ ４，０７５ｔ ４，０７５ｔ 

 

 

６ 容器包装廃棄物の排出の抑制を促進するための方策に関する事項(法第８条第２項第２号) 

 容器包装廃棄物の排出の抑制の促進を図るため、以下の方策を実施する。なお、実施に当た

っては、市民、事業者、再生事業者等がそれぞれの立場から役割を分担し、相互に協力・連携

を図ることが重要である。 

 また、市民団体等との協働による廃棄物の減量・資源の有効利用を引き続き推進していく。 

（１）普及啓発と環境教育の促進 

   子どもの頃からごみ減量・リサイクルをはじめ環境改善に向けた意識を育成するため、

学校教育の現場等でごみ減量リサイクルアドバイザー等による実践教育を行うなど環境

教育を進める。また、市民向けの環境学習の機会を増やすとともに、ごみの歴史や現状、

ごみ処理に係る経費、分別の方法等ごみ処理の状況についての情報を提供し、ごみ問題

に関する認識を深めてもらう。 

（２）市民によるごみ減量・リサイクル活動の支援 

   リサイクルの推進には、消費者としての市民のライフスタイルを変革することが不可 

欠であるため、リサイクル活動の担い手を育成し、地域に根づく活動を展開する。 

（３）事業者によるごみ減量・リサイクル活動の支援 

   事業者は、資源循環を担う主体として、企業活動を通じ環境負荷の少ない仕組みを築 

くための役割を分担し、また、市民と協働して効率的な仕組みづくりを進める。市は事

業者に対して適切な指導と助言や必要な情報の提供を行う。また、資源回収に携わる民

間事業者の活力を生かす仕組みづくりを進める。 

（４）品目の特性に応じたわかりやすい資源回収の実施 

   品目の特性に応じた、多様な資源回収の方式を整備するとともに、回収品目、回収場 

所、回収日時など、市民にわかりやすい資源回収を実現する。また、品目の特性に応じ 

たリサイクルの仕組みづくりを進めるにあたり、民間市場や民間ルートの活用を進める。 
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７ 分別収集をするものとした容器包装廃棄物の種類及び当該容器包装廃棄物の収集に係る 

 分別の区分(法第８条第２項第３号) 

  本市で分別収集するために必要な機材や作業員などの確保、選別するための処理施設の整

備状況などを勘案して定めた収集に係る分別の区分を事項に示す。 

スチール缶

アルミ缶

無色のガラス製容器

茶色のガラス製容器

その他のガラス製容器

主としてプラスチック製の容器包装であって
上記以外のもの（食品トレー）

収集に係る分別の区分

不燃物

ビン

紙パック

段ボール

雑紙

ペットボトル

食品トレー

主として紙製の容器であって飲料を充てんする
ためのもの（原材料としてアルミニウムが利用
されているものを除く。）。（紙パック）

主として段ボール製の容器（段ボール）

主として紙製の容器包装であって上記以外のもの
（その他紙製容器包装）

主としてポリエチレンテレフタレート（ＰＥＴ）
製の容器であって飲料、しょうゆ等を充てん
するためのもの（ペットボトル）

主として
ガラス製の
容器（ビン）

主としてスチール製の容器（スチール缶）

分別収集をする容器包装廃棄物の種類

主としてアルミ製の容器（アルミ缶）

 

 

※ スチール缶及びアルミ缶については、大部分が市内６２の行政区の各拠点にて、分別回収

されたものを売却している（拠点から売却先までの運搬は市委託業者が行う。）。しかし、一

部は、不燃ごみとして排出されるため、一部事務組合の一般廃棄物処理施設に搬入後、選別

される。 

※ その他紙製容器包装については、雑紙という分類で、雑誌及びコピー用紙等に含めて収集

している。 

※ プラスチック製容器包装については、白色及びその他の食品トレーのみ、食品トレーの区

分で収集を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 5 

８ 各年度において得られる分別基準適合物の特定分別基準適合物ごとの量及び法第２条第６

項に規定する主務省令で定める物の量の見込み（法第 8条第 2項第 4号） 

                             （単位 ㌧） 

 Ｒ５年度 Ｒ６年度 Ｒ７年度 Ｒ８年度 Ｒ９年度 
主としてスチール製の容器 ２５ ２５ ２５ ２５ ２５ 
主としてアルミ製の容器 ７３ ７３ ７３ ７３ ７３ 
無色のガラス製容器 （合計） （合計） （合計） （合計） （合計） 

５９ ５９ ５９ ５９ ５９ 
（引渡量） （独自処理量） （引渡量） （独自処理量） （引渡量） （独自処理量） （引渡量） （独自処理量） （引渡量） （独自処理量） 

０ ５９ ０ ５９ ０ ５９ ０ ５９ ０ ５９ 
茶色のガラス製容器 （合計） （合計） （合計） （合計） （合計） 

７１ ７１ ７１ ７１ ７１ 
（引渡量） （独自処理量） （引渡量） （独自処理量） （引渡量） （独自処理量） （引渡量） （独自処理量） （引渡量） （独自処理量） 

０ ７１ ０ ７１ ０ ７１ ０ ７１ ０ ７１ 
その他のガラス製容器 （合計） （合計） （合計） （合計） （合計） 

３７ ３７ ３７ ３７ ３７ 
（引渡量） （独自処理量） （引渡量） （独自処理量） （引渡量） （独自処理量） （引渡量） （独自処理量） （引渡量） （独自処理量） 

０ ３７ ０ ３７ ０ ３７ ０ ３７ ０ ３７ 
主として紙製の容器であって

飲料を 

充てんするためのもの（原材

料として 

アルミニウムが利用されてい

るものを除く。） 

８ ８ ８ ８ ８ 

主として段ボール製の容器 ３３９ ３３９ ３３９ ３３９ ３３９ 
主として紙製の容器包装であ

って 

上記以外のもの 

（合計） （合計） （合計） （合計） （合計） 

６３ ６３ ６３ ６３ ６３ 
（引渡量） （独自処理量） （引渡量） （独自処理量） （引渡量） （独自処理量） （引渡量） （独自処理量） （引渡量） （独自処理量） 

０ ６３ ０ ６３ ０ ６３ ０ ６３ ０ ６３ 
主としてポリエチレンテレフタ

レート 

（ＰＥＴ）製の容器であって飲

料、 

しょうゆ等を充てんするための

もの 

（合計） （合計） （合計） （合計） （合計） 

１４１ １１１ １１１ １１１ １１１ 
（引渡量） （独自処理量） （引渡量） （独自処理量） （引渡量） （独自処理量） （引渡量） （独自処理量） （引渡量） （独自処理量） 

１４１ ０ ０ １１１ ０ １１１ ０ １１１ ０ １１１ 

主としてプラスチック製の容器

包装であって 

上記以外のもの 

（合計） （合計） （合計） （合計） （合計） 

２ ２ ２ ２ ２ 
（引渡量） （独自処理量） （引渡量） （独自処理量） （引渡量） （独自処理量） （引渡量） （独自処理量） （引渡量） （独自処理量） 

０ ２ ０ ２ ０ ２ ０ ２ ０ ２ 
 （うち白色トレー） （合計） （合計） （合計） （合計） （合計） 

０ ０ ０ ０ ０ 
（引渡量） （独自処理量） （引渡量） （引渡量） （引渡量） （独自処理量） （引渡量） （独自処理量） （引渡量） （独自処理量） 

０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ 
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９ 各年度において得られる分別基準適合物の特定分別基準適合物ごとの量及び法第２条第６

項に規定する主務省令で定める物の量の見込みの算定方法 

  特定分別基準適合物等の量及び容器包装リサイクル法第２条第６項に規定する主務省令で

定める物の量の見込みは、直近年度の分別基準適合物等の収集実績を用いて算定した。 

なお、紙パック及び段ボール以外のその他紙製容器包装の見込み量については、雑紙の分

別収集量の１０％として算定した。 

  下記表の人口変動率については、一般廃棄物（ごみ）処理基本計画の推計値により、次の

とおり設定した。 

 

R５年度 R６年度 R７年度 R８年度 R９年度 

５９，２９９人 

 

５９，２９９人 

（対前年度比） 

９９．９９９４％ 

５９，２９９人 

（対前年度比） 

９９．９９９４％ 

５９，２９８人 

（対前年度比） 

９９．９９９４％ 

５９，２９８人 

（対前年度比） 

９９．９９９４％ 

 

 

１０ 分別収集を実施する者に関する基本的な事項(法第８条第２項第５号) 

  小郡市では、スチール缶、アルミ缶、紙パックについては、市内行政区における拠点回収、

食品トレーについては、市内回収協力店及び公共施設等における拠点回収を実施している。

ビン、段ボール、雑紙、ペットボトル及び不燃物（市指定不燃物袋で排出される空き缶）に

ついては、戸別収集を実施している。 

  これらの品目ついては、分別収集の体制がすでに確立されていることから、本計画でも現

行の収集体制を活用して行う。 
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１１ 分別収集の用に供する施設の整備に関する事項(法第８条第２項第６号) 

  アルミ缶、スチール缶については、拠点収集場所の回収ネットの中の空き缶のみをそれぞ

れ収集し、民間業者に搬入する。ビン、市指定不燃物袋で排出される空き缶及びペットボト

ルについては、定期収集で市指定袋又は任意の袋に入れられたものを収集し、一部事務組合

の施設にて選別、保管等を行う。紙パックについては、拠点回収場所のコンテナ内のビニー

ル袋に入れられたものを収集し、民間業者が引取りを行う。段ボール及びその他紙製容器包

装（雑誌類含む）については、定期収集でひも等で縛られたものを収集し、民間業者が引き

取る。トレーについては、拠点回収場所のコンテナ内のビニール袋に入れられたものを収集

し、民間業者に搬入する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１２ その他容器包装廃棄物の分別収集の実施に関し重要な事項 

・市民の意見、要望を反映させ、容器包装廃棄物の分別収集を円滑かつ効率的に進めていく

ため、市内の衛生組合長等で構成する小郡市環境衛生組合連合会とともに、現在における

課題、要望等について随時協議を行う。 

・市民、事業者、行政等で構成された協議会において、環境問題への認識を深め、ライフス

タイルや事業活動のあり方等を見直し、社会経済システムを循環的な仕組みに変えること

を目的に、それぞれの責任と役割を果たしながら、協働して施策を推進するための協議を

行う。 

・行政区等の市民団体による集団回収を促進するため、還元金の交付、優良団体の表彰等を

行う。 

・毎年度、分別収集計画記載事項の実績を確認、記録し、３年後の計画改正時には、その記

録を基に事後評価を行うこととする。 

スチール缶

アルミ缶

無色のガラス製容器

茶色のガラス製容器

その他のガラス製容器

民間業者

民間業者

民間業者

民間業者

民間業者

中間処理

民間業者 一部事務組合

一部事務組合

主としてプラスチック製の容器包装であって
上記以外のもの（食品トレー）

収集に係る分別の区分

不燃物

ビン

紙パック

段ボール

雑紙

ペットボトル

食品トレー

主として紙製の容器であって飲料を充てんする
ためのもの（原材料としてアルミニウムが利用
されているものを除く。）。（紙パック）

主として段ボール製の容器（段ボール）

主として紙製の容器包装であって
上記以外のもの（その他紙製容器包装）

主としてポリエチレンテレフタレート（ＰＥＴ）
製の容器であって飲料、しょうゆ等を充てん
するためのもの（ペットボトル）

主として
ガラス製の
容器（ビン）

主としてスチール製の容器（スチール缶）

分別収集をする容器包装廃棄物の種類

主としてアルミ製の容器（アルミ缶）

収集容器

市指定
不燃物専用袋

空き缶回収
ネット

パッカー車

市指定
ビン専用袋

プラスチックコンテナ

ひも等で縛る

ひも等で縛る

パッカー車

ポリ袋

プラスチックコンテナ

収集車

パッカー車

パッカー車

平ボディ車

パッカー車

パッカー車

パッカー車 一部事務組合 


